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第1章   本事業の概要  

1. 事業の背景と目的 

介護情報基盤は、令和 8年度からの運用開始に向け開発が進められている。介護情

報基盤により、介護保険証等情報や要介護認定情報等が電子的に自治体、医療機関、

介護事業所の間でやり取りされることとなる（図表 1-1）。 

図表 1-1 介護情報基盤の概要 

 

また、介護情報基盤を含む、全国医療情報プラットフォームにおいても、オンライ

ン資格確認を始めとした基盤が整備され、医療情報等が電子的にやり取りされる仕組

みの構築が進められている（図表 1-2）。 
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図表 1-2 全国医療情報プラットフォームの全体像（イメージ） 

 

 

全国医療情報プラットフォームにおいて医療機関間および介護事業所間での情報共

有の検討が進められているが、各地域では、医療機関と介護事業所の間で、医療介護

連携サマリー等の文書がやり取りされており、各地域において構築された医療情報連

携ネットワーク等にて電子的な共有や、郵送や FAXによる情報連携が行われている。 

今後の全国医療情報プラットフォームの展開においては、医療機関と介護事業所の

連携を電子的に行うことが重要であり、これが地域包括ケアの現場の効率化や利便性

向上に資するかの検討が望まれる。 

本事業では、医療介護連携における情報連携の実態を調査し、今後の介護情報基盤

の機能拡張のあり方について検討することを目的として実施する。 
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2. 実施内容 

（1） 全国の医療介護連携様式の机上調査 

全国で利用されている医療介護連携の様式について、厚生労働省で定められた様式

（以下、厚生労働省様式という）の名称（「入院時情報提供書」、「居宅介護支援事業所

向け診療情報提供書」、「退院・退所情報記録書」、「看護及び栄養管理等に関する情

報」）をもとに、インターネットを活用して網羅的に調査を行い、全国の自治体で公開

されている様式を収集した。収集した事例から AI を用いて記載項目等を分析し、医

療・介護間で連携頻度が高い情報を整理した。 

 

（2） 医療介護連携のインタビュー調査 

机上調査を踏まえ、具体的な医療介護連携の状況（どのような情報が、どのような

方法で連携されているか）を把握するため、地域医療情報ネットワーク等の ICTを活

用した取り組みを行っている 5 地域（北海道函館市、三重県伊勢地域、東京都豊島

区、山形県庄内地域、茨城県常総市）を選定し、医療機関や介護事業者等を対象にイ

ンタビュー調査を実施した。現場での文書作成における困難さや、連携において特に

重要視されている項目等について実態を確認した。 

 

（3） 連携される情報の整理 

机上調査およびインタビュー調査の結果を踏まえ、医療介護連携でやり取りされる

情報を整理した。また、介護情報基盤を含む、全国医療情報プラットフォームで連携

されることが予定されている情報と、今後、全国的に電子化・共有化することが有用

な可能性のある情報を検討した。 

 

（4） 情報を連携する仕組みの整理 

調査結果を踏まえ、既存の医療情報連携ネットワークと介護情報基盤間の接続のあ

り方や、介護情報基盤を医療機関において活用するためのネットワーク構成等、情報

連携の方法について整理を行った 

 

3. 実施体制と実施スケジュール 

（1） 実施体制 

本事業の実施にあたり、学識経験者、関係団体等の有識者で構成される検討委員会

を設置し、事業全体の助言を仰ぎ実施した（図表 1-3）。 
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① 委員 

図表 1-3 検討委員会 構成員一覧（50音順） 

カテゴリ 氏名(敬称略） 

※〇は座長 

所  属 

委 員  〇田中 志子 医療法人大誠会 理事長 

小林 広美 一般社団法人日本介護支援専門員協会 副会長 

佐原 博之 公益社団法人日本医師会 常任理事 

高橋 肇 公益社団法人全国老人保健施設協会 副会長 

※委員長以降五十音順 所属は 2026年 3月時点 

 

② オブザーバー 

一般社団法人保健医療福祉情報システム工業会 

大阪府豊中市 

北海道札幌市 

三重県伊勢市 

厚生労働省（老健局老人保健課、医政局医療情報担当参事官室） 
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検討委員会は本事業期間中に 2回開催した。各検討委員会の開催概要と主な議題を

以下に示す（図表 1-4）。 

図表 1-4 検討委員会の開催概要 

第 1回検討委員会 

開催日時 2025年 9月 11 日（木） 13：00～15：00 

開催場所 オンライン開催 

主な議題 ・ （１）本調査研究の背景と目的 

・ （２）全国で利用されている医療介護連携様式の調査 

・ （３）全国の自治体等で実施されている情報共有項目のヒアリン

グ調査および医療情報連携ネットワークの調査 

第 2回検討委員会 

開催日時 2026年 2月 4日（木） 16：00～18：00 

開催場所 オンライン開催 

主な議題 ・ （１）第 1回委員会の振り返り 

・ （２）インタビュー調査結果の整理 

・ （３）介護情報基盤における医療介護の連携で必要な項目の整理 

・ （４）全国医療情報プラットフォームと既存の地域医療介護連携

ネットワーク等とのあり方の整理 

・ （５）取りまとめ 

 

（2） 事業全体実施スケジュール 

本事業は 2025年 7 月から 2026年 3月の期間に、以下のスケジュールで実施した

（図表 1-5）。 

 図表 1-5 実施スケジュール 
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第2章  全国の医療介護連携様式の机上調査 

1. 実施概要 

（1） 目的 

医療介護連携において共有されている情報について、全国の自治体等で使用されて

いる医療介護連携様式をもとに実態調査を行うことを目的とする。 

 

（2） 調査概要 

医療機関と介護事業所間での情報連携において、加算に紐づいて活用されている以

下の 4様式を調査対象として設定した。 

 

1. 入院時情報提供書 

2. 居宅介護支援事業所向け診療情報提供書 

3. 退院・退所情報記録書 

4. 看護及び栄養管理等に関する情報  

これらの様式について、全国の自治体等で利用されている事例を網羅的に抽出し、

医療介護間で頻度高く共有されている情報を整理した。 

 

 

（3） 実施方法 

インターネット上で「様式名称」および「都道府県名」等のキーワードを用いて、

全国の自治体を対象に様式を検索・収集した。 

収集した様式に対し、生成 AI を活用して「①厚生労働省様式と同等の項目が地域で

指定する様式に備わっているか」「②厚生労働省様式と同等の項目以外にはどのような

入力が存在するか」を分析し、地域で運用される帳票にどのような情報項目が流通し

ているかを調査・整理した。 
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2. 調査結果 

（1） 机上調査結果概要 

インターネット調査の結果、以下の様式を収集した。 

調査対象の様式名称でやり取りされている書類数を集計した結果、最も多く収集で

きたのは「入院時情報提供書」で 185様式、次いで「退院・退所情報記録書」が 142

様式となった（図表 2-1）。 

この結果から、介護事業所側が作成する様式（入院時情報提供書、退院・退所情報

記録書）の方が、地域で独自に作成・運用されている事例が多く、情報連携に頻繁に

用いられている可能性が高いことが示唆された。一方、医療機関側が作成する様式

は、厚生労働省様式がそのまま用いられる可能性があることが示唆された。 

 

図表 2-1 机上調査結果 

項目 対象数 作成者 主な参照者 連携タイミング 

入院時情報提供書※1 185 介護支援専門員 

Medical Social 

Worker （ 以 下

MSW） 

入院 

退院・退所情報記録書 142 介護支援専門員 
介護職員 

かかりつけ医 等 
退院 

居宅介護支援事業所向け

診療情報提供書（退院時） 
3 医師(MSW) 

介護支援専門員 

介護職員 
退院 

看護及び栄養管理等に関

する情報 
8 

看護師 

栄養士 

MSW 等 

介護支援専門員 

介護職員 
退院 

※1 在宅・施設向け問わず収集 
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（2） AIによる情報の整理結果 

収集した様式に対し、AI を用いて記載項目を分析した。結果は以下の通りである。 

 

① 厚生労働省様式と同等の項目が地域で指定する様式に備わっているか(入院

時情報提供書) 

厚生労働省様式にある項目ベース※1に様式を探索※2した結果、入院時情報提供書

（n=185）について約 2割（19.5%）の地域が厚生労働省様式とほぼ同等の項目を備え

ている。一方、約半数（50.8%）の地域では厚生労働省様式を A4一枚程度に収まるよ

うに項目を絞り込み、記載負担を軽減している実態が確認された(図表 2-2、図表 

2-3)。 

 

図表 2-2 厚生労働省様式と同等の項目

が地域で指定する様式に備わっているか

(入院時情報提供書（n=185）) 

 

図表 2-3 厚生労働省様式と同等の項目

が地域で指定する様式に備わっているか

(入院時情報提供書（n=185）) 

 

 

※1 厚労省様式の入院時情報提供書＝令和６年度に改定される前の入院時情報提供

書として情報項目の洗い出しを行った。理由としては改定からまだ期間が経過してお

らず、改定後の様式を活用している地域が少ない（11様式＝約 5.9%）ことがわかっ

た。 

※2 ChatGPT（GPT5）による探索で判定。 

※3 厚生労働省様式の項目の出現頻度の判定基準は以下：高/60%より上,中/30%よ

り上 60%以下,低/10%より上 30%以下,例外/10%より下 

 

  

A

19.5%

B

24.9%

C

50.8%

D

4.9%
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② 各地域の様式の記載項目(入院時情報提供書) 

各地域の様式でよく記載される項目としては、利用者基本情報（氏名 94.1%、生年

月日 94.6%など）に加え、食事（94.1%）、移動（88.6%）、入浴（87.0%）といった院内

生活に関わる「身体・生活機能の状況（Activities of Daily Living（以下、ADL））」が非

常に高い頻度で共有されていた。また、厚生労働省様式にはない独自の項目として

「アレルギー（14 様式）」や「感染症（9様式）」を追加している地域もみられた（図

表 2-4～図表 2-6）。 

図表 2-4 収集した様式の項目ごとの出現率(入院時情報提供書（n=185）) 

 

図表 2-5 厚生労働省が示した入院時情報提供書 
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図表 2-6 厚生労働省様式にはない独自の項目（n=185） 
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③ 厚生労働省様式と同等の項目が地域で指定する様式に備わっているか(退

院・退所情報記録書) 

退院・退所情報記録書について、（n=142）厚労省様式にある項目ベースに様式を探

索※1した結果、約 3 割（28.9%）が厚生労働省様式とほぼ同等であったが、約 4割

（41.5%）が一部項目を削除、約 3割（26.8%）が地域独自色の強い様式を運用してい

た（図表 2-7、図表 2-8）。 

 

図表 2-7 厚生労働省様式と同等の項目

が地域で指定する様式に備わっているか

(退院・退所情報記録書（n=142）) 

 

図表 2-8 厚生労働省様式と同等の項目

が地域で指定する様式に備わっているか

(退院・退所情報記録書（n=142）) 

 

 

※1 判定は ChatGPT（GPT‑5）で実施。 

※2 厚生労働省様式の項目の出現頻度の判定基準は以下：高/60%より上,中/30%よ

り上 60%以下,低/10%より上 30%以下,例外/10%より下 

 

  

A

28.9%

B

41.5%

C

26.8%

D

2.8%
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④ 各地域の様式の記載項目(退院・退所情報記録書) 

各地域の様式でよく記載される項目としては、食事形態（95.1%）、入浴方法

（90.1%）、排泄方法（89.4%）などの「身体・生活機能の状況」や「リハビリの視点

（93.0%）」であった。厚生労働省様式以外の追加項目としては、「家族の介護力・介護

指導（12様式）」「障害などの認定（10様式）」「経済状況（生活保護・年金など）（10

様式）」などが確認された（図表 2-9～図表 2-11）。 

図表 2-9 収集した様式の項目ごとの出現率(退院・退所情報記録書（n=142）) 

 

 

図表 2-10 厚生労働省が示した退院・退所情報記録書 
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図表 2-11 厚生労働省様式にはない独自の項目（n=185） 
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⑤ 生成 AIを活用した帳票に記載される項目の正答率 

AIによる項目探索の特性を把握するために、実際には同等の項目があるにもかかわ

らず、AIで同等の項目があると検出できなかった項目とその理由について整理を実施

した。ランダムに 1帳票を抽出し、91項目ある中の AIの正解率が 94.5％であった。

不正解となった 5.5％のうち、「地域の様式に同等の項目がないが、AIが同等の項目が

あると判定した項目」としては、「ヘッダー部の医療機関情報をかかりつけ医情報と誤

認」したものであった。また、「地域の様式に同等の項目がないが、AIが同等の項目

があると判定した項目」としては、「キーパーソンの電話番号について、電話番号の項

目名に主語が明記されていなかったため、正しく判定できない」、「移動（室内）、移動

（屋外）の項目名が省略されており、正しく判定ができない」等の理由であった（図

表 2-12、図表 2-13、図表 2-14）。 

図表 2-12 本帳票における AIの項目探索結果の正解状況 
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図表 2-13 厚生労働省様式と地域で運用される帳票との差異と AIの回答① 

 

図表 2-14 厚生労働省様式と地域で運用される帳票との差異と AIの回答② 
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⑥ 厚生労働省様式と同等の項目が地域で指定する様式に備わっているかその他

の様式（居宅介護支援事業所向け診療情報提供書、看護及び栄養管理等に関

する情報） 

その他の様式（居宅介護支援事業所向け診療情報提供書、看護及び栄養管理等に関

する情報）について収集数が少なかったものの、おおむね厚生労働省様式に準拠して

おり、一部で簡略化や感染症等の項目追加が行われているにとどまった（図表 2-15～

図表 2-18）。 

図表 2-15 厚生労働省様式と地域で運用される帳票例 1(看護及び栄養管理等に関す

る情報（n=8）) 

 

図表 2-16 厚生労働省様式と地域で運用される帳票例 2(看護及び栄養管理等に関す

る情報（n=8））) 
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図表 2-17 厚生労働省様式と地域で運用される帳票例 1(居宅介護支援事業所向け診

療情報提供書（n=3）) 

 

 

図表 2-18 厚生労働省様式と地域で運用される帳票例 2(居宅介護支援事業所向け診

療情報提供書（n=3）) 
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3. まとめ 

（1） まとめ 

机上調査および AI による分析の結果、医療機関が作成する 2様式については、基本

的に厚生労働省様式で情報連携がなされていることが示唆された。一方、介護事業所

側が作成する 2様式については、地域独自で追加されている情報項目（「家族の介護

力・介護指導」、「障害などの認定」、「経済状況（生活保護・年金など）」、「医療機関詳

細（医師名など）」、「感染症」）は少数存在するものの、基本的には厚生労働省様式に

備わる情報項目をベースに検討することで、医療介護間で連携されるべき情報につい

て一定程度抜け漏れなく整理が可能であると考えられる。これらの結果を踏まえ、次

章の医療介護連携のインタビュー調査においては、厚生労働省様式を軸としながら、

現場で実際に活用されている項目の有用性や、システム化に向けた実態等についてさ

らに深掘りをした。 
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第3章  医療介護連携のインタビュー調査 

1. 実施概要 

（1） 目的 

机上調査の結果を踏まえ、地域で実際に活用されている連携様式の実態や、記載項

目の活用状況（医療機関・介護事業所の双方で配慮が難しい項目など）を把握する。

また、医療情報連携ネットワークを活用した電子的な連携の実態や、セキュリティポ

リシー、閲覧権限の運用等についても確認し、介護情報基盤のサービス拡充等に向け

た検討材料とする。 

 

（2） 実施概要 

① 調査対象 

・ 医療機関（病院、診療所） 

・ 居宅介護支援事業所 

・ 介護施設（特養、老健、特定施設） 

・ 医療情報連携ネットワークの運営主体等 

・ 自治体 

 

② 回答者 

・ 医療機関（病院、診療所） MSW、医師、看護師、リハビリテーション専門

職等 

・ 居宅介護支援事業所、介護施設 管理者もしくは管理者から委任された者 

・ 医療情報連携ネットワークの運営主体の事務局等 

・ 自治体職員 

 

③ 抽出方法 

・ 調査対象の属性（機能・施設規模・運営主体・地域特性 等）に偏りが生じな

いように抽出を実施した。 

・ 上記に加えて医療介護連携の先進的な取り組みが実施されている地域、医療介

護連携を医療情報連携ネットワークで実施している地域、医療介護連携の先進

的な取り組みが実施されている地域を机上調査および委員の推薦を基に抽出し

た。 
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（3） 実施方法 

① 実施方法 

対面もしくは、WEB会議システムを用いたインタビュー形式。 

② インタビュー内容 

i)  地域で活用されている連携様式の実態 

・ 活用している様式および厚生労働省様式との差異について 

・ 厚生労働省様式において記入が難しい項目（医療機関側、介護事業所側） 

・ 連携のタイミング（どのタイミングで確認するかも）および、連携方法 

ii)  提出される連携様式に記載されている項目の活用状況 

・ 提出された様式の充実度（情報の過不足の有無） 

・ 提出された様式のうち、特に必須と考えている項目 

・ そのまま転記している項目 

・ 参考にするが改めて取得する項目、新たに取得する項目 

iii)  医療機関、介護事業所側から提供を受けても配慮が難しい項目 

・ 医療機関、介護事業所から提供を受けても配慮が難しい項目とその理由 

iv)  電子的な連携の実態 

・ 医療情報連携ネットワークにおいて、医療介護連携がどの程度実施されている

か 

v)  設定されているセキュリティポリシー 

・ 厚生労働省の「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」の他、参

照・設定しているセキュリティポリシーがあるか 

vi)  職種毎の閲覧権限の設定 

・ 閲覧できる情報について、どのような権限（医師のみ閲覧できる権限等）の制

御がされているか 

 

③ 地域の選定 

調査対象の属性（機能・施設規模・運営主体・地域特性等）に偏りが生じないよう

抽出し、医療介護連携の先進的な取り組みや、医療情報連携ネットワークによる情報

連携を実施している 5地域を選定した。 
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2. 実施結果 

（1） 対象地域概要 

① 調査時期 

・ 函館市（北海道）：2025年 11月 13日 15:00～18:00 

・ 伊勢地域（三重県）：2025 年 12月 2日 10:00～11:00 

・ 豊島区（東京都）：2025年 12月 5日 15:00～19:30 

・ 庄内地域（山形県）：2025 年 12月 18 日 14:00～16:00 

・ 常総市（茨城県）：2026年 1月 9日 14:00～15:00 

 

② インタビュー対象者 

i)  函館市（北海道） 

・ 函館市医療・介護連携推進協議会：情報共有ツール作業部会コアメンバー 

・ 医療機関：医師・看護師・作業療法士・薬剤師（システムエンジニア） 

・ 介護老人保健施設：医療ソーシャルワーカー・介護支援専門員・理学療法士 

・ 居宅介護支援事業所：介護支援専門員 

ii)  伊勢地域（三重県） 

・ 伊勢地区在宅医療・介護連携支援センター 

・ 伊勢市役所担当者 

・ 玉城町役場担当者 

・ 度会町役場担当者 

・ 南伊勢町役場担当者 

iii)  豊島区（東京都） 

・ 豊島区医師会：医師・医療ソーシャルワーカー（在宅相談窓口） 

・ 豊島区歯科医師会：歯科医師 

・ 豊島区薬剤師会：薬剤師 

・ 豊島区看護師会：訪問看護師 

・ 豊島区医師会高齢者総合相談センター（地域包括支援センター）：介護支援専

門員 

・ 豊島区介護支援専門員連絡会：介護支援専門員 

iv)  庄内地域（山形県・酒田市） 

・ 医療機関：日本海総合病院：理事長（医師）、看護師、医療ソーシャルワーカ

ー、システムエンジニア 

・ 居宅介護支援事業所：介護支援専門員 

・ 訪問看護ステーション：訪問看護師 
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・ 酒田市社会福祉協議会：介護支援専門員 

v)  常総市（茨城県） 

・ 医療機関：在宅センター、地域包括支援室 職員 

 

（2） 各地域のインタビュー結果 

① インタビューの整理方法説明（連携される情報） 

インタビューは「介護サービスを利用している利用者が入院する時」、「入院した患者

が退院する時」、「利用者が在宅医療・介護を受ける際の多職種連携」の観点で整理し

た（図表 3-1）。 

図表 3-1 連携資料の全体像 
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② インタビュー結果（介護サービスを利用している利用者が入院する時） 

介護サービスを利用している利用者が、入院の際に重視される事項は、ADL、

Instrumental Activities of Daily Living（以下、IADL）に加えて、自由記述で示される事

項であった。自由記述の内容としては、傷病名等の医療情報の他、キーパーソン、

日々の習慣、Advance Care Planning（以下、ACP）等が重視される。また、事前に共有

された情報は、診察前に予習的に活用されている。地域の連携は多職種間の顔が見え

る関係づくりを意識されている。 

情報連携については、システムが導入されつつも、「加算要件」や「行政の監査」の

ために署名や受取確認が必要となり、紙での管理等のアナログな対応も必要となる

等、制度的制約が見受けられた。また、連携ツールや書式が隣接している市や地域に

より異なっていることもあり、紙や FAX等を併用する状況が続いている。 

図表 3-2 入院時の連携資料について 

 

図表 3-3 入院時の連携資料の課題等について 
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③ インタビュー結果（入院した患者が退院する時） 

退院時に重視される情報は、「退院後の生活上の注意点」と「ADL（日常生活動

作）」であった。また、薬剤師や管理栄養士は退院時カンファレンスに呼ばれないこと

もあり、服薬指導や食事管理の連携に課題が残ることもあることが伺えた。 

システムを用いた連携については、ADLや理学療法士等がリハビリしている様子を

動画で共有するなどの事例も伺えた。また、病棟看護師が入院中の状況を看護サマリ

ーの自由記述欄に記載することもあった。一方で自宅環境と病棟の環境は異なってお

り、改めて ADLを確認するケースも発生していることがわかった。 

図表 3-4 退院時の連携資料について 

 

図表 3-5 退院時の連携資料の課題等について 
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④ インタビュー結果（利用者が在宅医療・介護を受ける際の多職種連携） 

在宅医療・介護で特に必要になる情報は、医療的ケアの内容や医師の指示であっ

た。利用者の状況について随時報告し、再入院とならない支援を行っているケースも

伺えた。また、システムを通じて医師、看護師や理学療法士等のリハビリテーション

専門職が直接関与することで再入院予防のアプローチする取り組みがされていた。退

院時カンファレンスで薬剤師が不在だと退院時処方と在宅管理の実態が合わず、残薬

整理や服薬指導のフォローが難しいという課題もあげられた。 

 

図表 3-6 利用者が在宅医療・介護を受ける際の多職種連携資料について 

 

図表 3-7 利用者が在宅医療・介護を受ける際の多職種連携における課題等について 
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⑤ インタビュー結果（連携に活用するサービス） 

各地域では、ID-Linkのように診療情報を統合し共有するシステムのほか、チャッ

ト等で文書ファイル、メディアファイル等をリアルタイムで共有しているケースが見

られた。サービスの種類は複数あり、いずれのサービスもチャットベースで情報を関

係者に閉じて共有する仕組みであった。また、ADL等の構造化された情報は、Long-

term care Information system For Evidence（以下、LIFE）（科学的介護情報システ

ム）等からの取得できるのではといった意見が確認された。これらのシステムを用い

てリアルタイムで情報が共有され、タイムリーにケアプランを修正できるといった意

見も確認された（図表 3-8、図表 3-9）。 

 

図表 3-8 連携時に活用されているシステムについて 

 

 

図表 3-9 連携時に活用されているシステムの課題等について 
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3. まとめ 

（1） インタビューのまとめ 

各地域へのインタビュー結果から、医療介護連携において共有されるべき情報と、

連携方法に関する実態と課題は以下の通りである。 

 

① 情報連携の内容と頻度について 

i)  入院時 

傷病名などの定型的な医療情報に加え、ADL・IADL、さらには「日々のこだわり」

「金銭管理能力」「キーパーソン」「本人の意向（ACP）」といった自由記述による個別

性の高い生活情報が求められており、医師の診察前の予習やスムーズな対応に活用さ

れている。 

ii)  退院時 

ケアプランの作成や在宅サービスの準備に向け、「退院後の生活上の注意点（医療的

ケアや再発予防の指示等）」や、理学療法士等のリハビリテーション職等による詳細な

「退院時の ADL」の共有が重要視されている。 

iii)  在宅ケア時 

日々の血圧や状態変化、残薬状況、褥瘡の画像など、流動的な情報が高頻度かつリ

アルタイムにやり取りされ、即座のケアプラン修正や迅速な医学的判断に直結してい

る。 

 

 

 

② 情報連携の方法と課題について 

i)  ICTツールの活用 

各地域では、ID-Link やMedical Care Station（以下、MCS）、kintone などのシステム

が導入され、チャット機能や動画・画像を用いた視覚的な共有など、効果的な多職種

連携が実践されている。 

ii)  システムの分断と転記負担 

病院の電子カルテと地域の連携システムが分離しているケースが多く、情報の再入

力やスキャンといった事務負担が全地域共通の課題となっている。 

iii)  ツールの乱立と連携の途絶 

隣接する自治体間で異なるツールが導入されることでシステム連携の途絶が起こる

「地域の壁」、患者の施設入所を機にシステム連携の途絶が起こる「施設の壁」が存在

している。 
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iv)  アナログな制度的制約 

システムが導入されていても、加算取得のための「受領署名の取得（直接訪問）」

や、行政指導対策としての「受領確認付き FAXの返送」など、制度上の理由からアナ

ログな運用を脱却できない実態が確認された。 
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第4章  調査全体のまとめ 

1. 医療介護連携において必要となる情報のあり方 

机上調査およびインタビュー調査の結果と、現状の介護情報基盤を含む全国医療情

報プラットフォームで実行・計画されている内容から、将来的に円滑な医療介護連携

を実現するにあたって必要となる情報を整理した。 

 

まず、机上調査、インタビュー調査の結果から、円滑な医療介護連携を実現する上

で必要になるについて整理した（図表 4-1）。医療介護の連携において必要になる情報

として、「傷病名」「処方情報」「ADL」「IADL」「ACP」「退院後の生活上の注意点（医

療的ケアの必要性、医師の指示等）」「個別性に関わる情報（日々の習慣・こだわり、

家族や周囲の人との関わり）」の 7項目が抽出された。 

図表 4-1 医療介護連携で連携されている情報項目の調査結果 

 

※1 令和６年度に改定後の入院時情報提供書では「入院前の ADL/IADL 」について連携するためアセスメントシー
ト等を添付することが推奨されている。 

※2 令和６年度に改定後の入院時情報提供書には「人生の最終段階における医療・ケアに関する情報」の情報項目
がある。 

 

次に、これらの情報が現状の計画の中で、介護情報基盤を含む全国医療情報プラッ

トフォームにおいてどのように連携されているかについて、各情報の確認を必要とし

ている主体ごとに、閲覧できるかを整理した。 
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図表 4-2 必要な情報項目の閲覧できるかの整理 

 
※1 介護情報基盤に登録される ADL は、要介護認定時点、および介護施設等での評価時点のものであり、入院時・

退院時の情報は登録されない。 
※2 介護情報基盤に登録される IADL は、要介護認定時点のもののみ。 
※3 退院時サマリーについては、発行元医療機関が指定した医療機関しか参照できない。 
※4 ACP と個別性に関わる情報は全国医療情報 PF上で登録できない。 
 

 

傷病名、処方情報については、医療機関、薬局、その他医療系事業所（訪問看護ス

テーション等）では閲覧が可能になっているが、介護事業所や行政からの閲覧はでき

ない仕様となっている。 

次に、ADL、IADL については、薬局からの閲覧はできない仕様となっている。

ADLについては要介護認定時点、または介護施設等での評価時点のものが登録される

仕様であり、入院時・退院時の情報は登録されていない。また、IADL については要介

護認定時点のものが登録される。 

ACPおよび個別性に関わる情報は全国医療情報プラットフォームへの登録はされて

おらず、退院後の生活上の注意点については、退院時サマリーに記載され医療機関の

間での共有となっている。 

 

以上の状況から、医療介護連携で必要な情報に関して、図表 4-3の通り整理した。 

まず、介護情報基盤を含む全国医療情報プラットフォームで取り扱われている情報

のうち、ADLおよび IADLについては、医療機関や介護事業所からの閲覧ができる

が、要介護認定に係る主治医意見書あるいは LIFEによる登録となっており、本情報は

入退院時の状態把握に必要であるが、現状の登録では十分ではない可能性がある。例

えば通所介護等、通所系のサービスを利用していない在宅の利用者や、利用していて

も LIFE関連加算が算定されていない利用者については、LIFE上に ADL 情報が登録さ

れていない。 
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また、傷病名や処方情報については、レセプト情報あるいは電子カルテ情報共有サ

ービスで共有されているため、介護事業所からの情報閲覧ができず、退院後の生活上

の注意点については、退院時サマリーに記録される可能性があるが、退院時サマリー

を受領する医療機関のみの閲覧となる。 

最後に、ACPや個別性に関わる情報については、全国医療情報プラットフォームで

は取り扱われていない。 

図表 4-3 医療介護連携で重要な情報の全国医療情報プラットフォームでの取扱いと

ステークホルダーの閲覧状況 

 

 

これらの情報は、その特性から「全国的に連携されることが望まれる情報」と「各

地域で連携されることが望まれる情報」に分類され、それぞれのニーズに応じた情報

連携の仕組みが必要となると考えられる。介護情報基盤で取り扱われることが望まし

い情報の整理を行うために、先に整理した医療介護連携で重要な情報と介護情報基盤

を含む全国医療情報プラットフォームで取り扱われる情報について、地域で取り扱う

情報と国で整備する仕組みで取り扱う情報の性質の違いの観点で、今後の方向性につ

いて整理する（図表 4-4）。 
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図表 4-4 今後の連携する情報の方向性の整理 

 

 

まず、現状の情報の形について、国で整備する仕組みで取り扱う情報と地域で取り

扱う情報として整理した。国で整備する仕組みで取り扱う情報については、全国で一

律に共有できることが必要であることから、定型のフォーマットが決まっており、情

報の記載が標準化されている情報が望ましい。また、こうした情報の特性から、長期

間保存され、統計等にも活用されることに意味がある情報であることも必要と考えら

れる。例えば、傷病名や処方情報や検査値、要介護度や要介護認定結果がこれらの条

件に合致すると考えられる。 

また、地域で取り扱う情報については、地域包括ケアの中で必要とされる情報で、

標準化等がなされていない、非定型でナラティブな情報が該当すると考えられる。こ

うした情報は、現在の患者の状況を伝える情報や、必要な専門職にタイムリーに意見

を求めるための情報であり、患者や利用者の暮らしを地域で支える方々が触れる情報

である。例えば、現在の体温や褥瘡の写真、自宅での生活習慣や様子、あるいはケア

の中での気付きといったものも含まれると考えられる。 

こうした情報の特性を踏まえた上で、今後の介護情報基盤を含む全国医療情報プラ

ットフォームで取り扱う情報と、地域で取り扱う情報を次の用に整理した。 

 

•全国医療情報プラットフォームで取り扱うべき情報  

➢ 既存の仕組みの中で、医療と介護の間で情報連携が望まれる情報 

「傷病名」「処方情報」「退院後の生活上の注意点」については、既に存

在するため、全国医療情報プラットフォーム上における医療と介護との

サービス間で適切に情報連携・共有が図られることが望ましい。 
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➢ 全国医療情報プラットフォームで新たに共有されることが望まれる情報 

「ADL」「IADL」については、入院時や退院時の状態を補完するため、

介護情報基盤において「入院時情報提供書」や「退院・退所情報記録

書」といった文書の共有機能を追加することが望ましい。これにより、

情報だけでなく文書のやり取りの効率化も図ることができる。 

 

• 地域で取り扱うべき情報  

➢ 「ACP」および「個別性に関わる情報」については、現状、標準様式が存在

しないため、地域の実情に応じた共有の方法で、多職種間で共有することが

望ましい。各地域で導入されている連携サービス（チャット機能等）の活用

も情報連携を簡易に進めるために有効なツールである。 

 

2. 全国医療情報プラットフォームと既存の地域連携 NW等とのあり方 

本調査研究におけるインタビューから、地域医療介護連携サービスと全国医療情報

プラットフォームに関して得られた主な意見を図表 4-5に示す。 

図表 4-5 インタビューで得られたシステムに関する意見 

 

システムの活用が先進的な地域にインタビューを依頼した背景より、各地域で利用

しているシステムで、医療介護連携に関わる多職種がタイムリーに情報連携できる仕

組みが深化を続けている現状が把握できた。例えば、ACPや International 

Classification of Functioning, Disability and Health（ICF）（国際生活機能分類）に

ついて患者・利用者の単位で整理されることにより、一人のケアを時系列で確認でき

るような取組も行われている。 
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また、全国医療情報プラットフォームの利点として、オンライン資格確認の仕組み

を活用した同意の取得の簡便性や、地域医療介護連携サービスと比較した場合の網羅

性について利点として挙がっている。 

一方で、システム化による困難さも挙げられており、複数のシステムが並行運用す

ることで、システムの設定や転記することに対する手間が負担となっていることも分

かった。例えば、複数の自治体の境界付近に位置するような事業所では、各地域が異

なるツールを使用しており、システム間の連携ができない結果、FAXによる情報連携

に戻らざるを得ない状況も発生している。 

 

情報取扱いに関して、全国医療情報プラットフォームと地域医療介護情報連携ネッ

トワークを効果的に併用するため、また、現場の負担軽減に向けて、今後の検討事項

について、以下の通り整理する。 

 

• API 連携による二重入力の解消とデータ標準化 

複数のシステムが並行運用されることによる転記や設定の手間を解消するた

め、API 連携の推進が求められる。その際、国のデータと地域のデータで乖

離が生じた場合にどちらのデータを優先するかの考え方の整理や、API 連携

の前提となる HL7 FHIRへの対応に向けたベンダー等への情報提供が必要と

なる。 

 

• より適切な同意取得の仕組みの検討 

全国医療情報プラットフォームを活用する上で、現状の法制度や現場の実態

に即した同意取得のあり方を検討する必要がある。 

 

•セキュリティの確保 

医療システムと介護システムの連携にあたって、医療情報の安全管理に関す

るガイドライン等の、セキュリティに関するガイドラインの遵守と、これを

継続するための啓発や支援も必要となる。医療機関において、特に診療所等

のシステム専任の職員が配置されないケースがあり、こうした状況に対応す

るため、ガイドラインの別冊化やチェックリストの展開が図られている。介

護事業所でも、同様にシステム専任の職員が配置されないケースもあること

から、こうした介護事業所について、上記ガイドラインの遵守のためのツー

ルの提供も含め対応の検討が求められる。  
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第5章  総括 

1. 本事業の成果のまとめ 

本事業では、介護情報基盤の今後のサービス拡充に向け、医療介護連携において必

要となる情報のあり方と、その連携手法について調査・検討を行った。 

全国の自治体で利用されている医療介護連携様式の机上調査、および先進的な取り

組みを行う 5地域へのインタビュー調査を通じ、多職種連携の現場で特に重視されて

いる情報として「傷病名」「処方情報」「ADL」「IADL」「ACP」「退院後の生活上の注

意点」「個別性に関わる情報（日々の習慣・こだわり、家族との関わり等）」を抽出し

た。 

さらに、これらの情報は特性が異なるため、全国医療情報プラットフォーム等で長

期保存・統計活用される「定型・標準化された情報」と、地域の連携システム等でタ

イムリーに共有される「非定型・標準化されていない情報」に分類されることを整理

した。 

この結果から、国の仕組み（網羅性と同意取得の簡便性）と地域独自のサービス

（リアルタイムな多職種コミュニケーション）の双方の利点を活かし、効果的に併用

するための情報連携の構築が必要であることが示された。 

 

2. 今後の検討・検証事項 

本事業でインタビューの協力を得た地域は、情報システムを用いた先進的な情報共

有を実践している地域である。全国には紙や FAX等でアナログな情報連携を実施し、

地域包括ケアを運用している地域は多く存在する。今後、国の整備する介護情報基盤

を含む、全国医療情報プラットフォームが全国に展開されるにあたっては、これらの

アナログな情報連携を実施している地域においても、利益を享受できるようにするこ

とが、本来の医療 DXの趣旨であると考える。 

こうした本来の趣旨を実現できるよう、医療現場、介護現場を置き去りにするよう

な拙速な進め方や負担を強いることがないように、引き続き丁寧な検討と説明、きめ

細やかなサポートにより医療 DXを推進することが、日本における医療 DX成功の鍵

となると考える。 
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第6章  参考資料（ヒアリング結果） 

1. 函館市 

（1） ヒアリング概要 

図表 6-1 ヒアリング概要 

 

 

（2） ヒアリングで把握した連携 

図表 6-2 ヒアリングで把握した連携 
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（3） システムが特に活用されている範囲 

図表 6-3 システムが特に活用されている範囲 

 

（4） 医療・介護連携システム 

図表 6-4 医療・介護連携システム（1） 
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図表 6-5 医療・介護連携システム（2） 

 

 

（5） 入院時の様式 

図表 6-6 入院時の連携様式（全体像） 
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図表 6-7 入院時の連携様式等の概要（1） 

 

図表 6-8 入院時の連携様式等の概要（2） 
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（6） 退院時の様式 

図表 6-9 退院時の連携様式（在宅）（全体像） 

 

 

① 在宅 

図表 6-10 退院時の連携（在宅）の概要 
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② 退院⇒施設 

図表 6-11 退院時の連携様式（施設）（全体像） 

 

 

図表 6-12 退院時（施設）の連携の概要（1） 

 

 

（7） 在宅医療・介護事業者間の連携 

図表 6-13 在宅医療・介護事業者間との連携（全体像） 
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図表 6-14 在宅医療・介護事業者間との連携の概要（1） 
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2. 伊勢地域 

（1） ヒアリング概要 

図表 6-15 ヒアリング概要 

 

  



 

44 

 

 

（2） ヒアリングで把握した連携 

図表 6-16 ヒアリングで把握した連携 

 

（3） システムが特に活用されている範囲 

図表 6-17 システムが特に活用されている範囲 
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（4） 医療・介護連携システム 

図表 6-18 医療・介護連携システム（1） 

 

 

図表 6-19 医療・介護連携システム（2） 

 

図表 6-20 医療・介護連携システム（3） 

 

 



 

46 

 

（5） 入院時の様式 

図表 6-21 入院時の連携様式（全体像） 

 

 

図表 6-22 入院時の連携様式等の概要（1） 
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図表 6-23 入院時の連携様式等の概要（2） 

 

 

（6） 退院時の様式 

① 在宅 

図表 6-24 退院時の連携様式（在宅）（全体像） 
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図表 6-25 退院時の連携（在宅）の概要（1） 

 

図表 6-26 退院時の連携（在宅）の概要（2） 

 

 

 

② 地域包括支援センター 

図表 6-27 退院時の連携様式（在宅地域包括支援センター）（全体像） 
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図表 6-28 退院時の連携様式の概要（地域包括支援センター） 

 

 

（7） 在宅医療・介護事業者間の連携 

図表 6-29 在宅医療・介護事業者間との連携（全体像） 

 

 

図表 6-30 在宅医療・介護事業者間との連携の概要（1）
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図表 6-31 在宅医療・介護事業者間との連携の概要（2） 

 

図表 6-32 在宅医療・介護事業者間との連携の概要（3） 
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3. 豊島区 

（1） ヒアリング概要 

図表 6-33 ヒアリング概要 

 

 

 

（2） ヒアリングで把握した連携 

図表 6-34 ヒアリングで把握した連携 
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（3） システムが特に活用されている範囲 

図表 6-35 システムが特に活用されている範囲 

 

 

 

（4） 医療・介護連携システム 

図表 6-36 医療・介護連携システム（1） 
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図表 6-37 医療・介護連携システム（2） 

 

 

（5） 入院時の様式 

図表 6-38 入院時の連携様式（全体像） 

 

図表 6-39 入院時の連携様式等の概要（1） 
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図表 6-40 入院時の連携様式等の概要（2） 

 

 

（6） 退院時の様式 

① 在宅 

図表 6-41 退院時の連携様式（在宅）（全体像） 
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図表 6-42 退院時の連携（在宅）の概要（1） 

 

図表 6-43 退院時の連携（在宅）の概要（2） 
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② 地域包括支援センター 

図表 6-44 退院時の連携様式（地域包括支援センター）（全体像）

 

 

図表 6-45 退院時の連携様式の概要（地域包括支援センター） 
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（7） 在宅医療・介護事業者間の連携 

図表 6-46 在宅医療・介護事業者間との連携（全体像） 

 

図表 6-47 在宅医療・介護事業者間との連携の概要（1）

 

※あぜりあ歯科診療所は、豊島区と豊島区歯科医師会が連携して運営する、在宅高齢

者の歯科医療アクセス確保を目的とした取組である。在宅高齢者歯科訪問診療におい

ては、高齢者本人・家族・医療介護関係者からの相談を受け、状態像や疾患特性等を

踏まえて適切な歯科医師の派遣調整を行うとともに、訪問診療に必要な機材等を連携

先歯科医師に貸与する体制を整備している。 
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図表 6-48 在宅医療・介護事業者間との連携の概要（2） 

 

図表 6-49 在宅医療・介護事業者間との連携の概要（3） 
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4. 庄内地域 

（1） ヒアリング概要 

図表 6-50 ヒアリング概要 

 

 

 

（2） ヒアリングで把握した連携 

図表 6-51 ヒアリングで把握した連携 
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（3） システムが特に活用されている範囲 

図表 6-52 システムが特に活用されている範囲 

 

 

（4） 医療・介護連携システム 

図表 6-53 医療・介護連携システム（1） 
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図表 6-54 医療・介護連携システム（2） 

 

 

（5） 入院時の様式 

図表 6-55 入院時の連携様式（全体像） 
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図表 6-56 入院時の連携様式等の概要（1） 

 

 

図表 6-57 入院時の連携様式等の概要（2） 
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（6） 退院時の様式 

① 在宅 

図表 6-58 退院時の連携様式（在宅）（全体像） 

 

図表 6-59 退院時の連携（在宅）の概要（1） 

 

図表 6-60 退院時の連携（在宅）の概要（2） 
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② 地域包括支援センター 

図表 6-61 退院時の連携様式（地域包括支援センター）（全体像） 

 

図表 6-62 退院時の連携様式の概要（地域包括支援センター） 
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（7） 在宅医療・介護事業者間の連携 

図表 6-63 在宅医療・介護事業者間との連携（全体像）

 

図表 6-64 在宅医療・介護事業者間との連携の概要（1） 

 

 

図表 6-65 在宅医療・介護事業者間との連携の概要（2） 

 

図表 6-66 在宅医療・介護事業者間との連携の概要（3） 
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5. 常総市 

（1） ヒアリング概要 

図表 6-67 ヒアリング概要 

 

（2） ヒアリングで把握した連携 

図表 6-68 ヒアリングで把握した連携 

 

 

 

（3） システムが特に活用されている範囲 

図表 6-69 システムが特に活用されている範囲 
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（4） 医療・介護連携システム 

図表 6-70 医療・介護連携システム（1） 
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図表 6-71 医療・介護連携システム（2） 

 

 

（5） 入院時の様式 

図表 6-72 入院時の連携様式（全体像） 

 

 

 

図表 6-73 入院時の連携様式等の概要（1） 
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図表 6-74 入院時の連携様式等の概要（2） 
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（6） 退院時の様式 

① 在宅 

図表 6-75 退院時の連携様式（在宅）（全体像） 

 

 

図表 6-76 退院時の連携（在宅）の概要（1） 
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図表 6-77 退院時の連携（在宅）の概要（2） 

 

 

 

② 地域包括支援センター 

図表 6-78 退院時の連携様式（地域包括支援センター）（全体像） 

 

図表 6-79 退院時の連携（地域包括支援センター）の概要（1） 
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（7） 在宅医療・介護事業者間の連携 

図表 6-80 在宅医療・介護事業者間との連携（全体像） 

 

図表 6-81 在宅医療・介護事業者間との連携の概要（1） 

 

図表 6-82 在宅医療・介護事業者間との連携の概要（2） 

 

図表 6-83 在宅医療・介護事業者間との連携の概要（3） 
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